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l 常時十人以上の労働者を雇用している場合 (常動 .非常動を問わない)は、
次に掲げる事項について就業規則を作成しているか
①始業・載業の時 1́、 休憩時間、休日、休暇、交代勤務の要領
②賃金の決定・計算・支払いの方法、神切、支払いの時期、昇級要件
③退職に関する事項
④退職手当等の適用される労働者の範囲、計算、支払い方法
⑤臨時の賃金等に関する事項
⑥食事、作業用品等の負担
②安全衛生にBOする事項
③畦業訓練に関する事項
◎災害補償、業務外の疾病扶助
⑩表彰・制裁に関する事項
⑪その他当該事業場の労働者のすべてに適用される定めをする場合
においては、これに関する事項

2 就葉規則{給与・旅費規程を含む)労使協定の制定及び改正は,職員代表の
意見を聴き,労基署に届出しているか。
直近の届出  〔 年  月  日〕

3 就業規則〔給与 旅費規程を含む,労使協定は,職員に周知できているか。
い)周知の時期
(新規採用時 ・規則改正時 ヽその他 {         ))

(21周 知の方法
(事業所に掲示 ・書面で交付 ・その他{         ))

4 時間外及び休日の労働は1職員代表と書面による協定を締結し,労基署に

5 時間外及び休日労働に関する協定で定める限度時間は,労働省告示の範
囲内となっているか。

6 賃金の―部を控除 1法定控除を除く〕している場合,職員代表と書面によ
る協定を締結しているか,
控除の内容 〔                      〕
また賃金を金融機関口座振込17/と している場合1職員から書面による
同意を得ているか。

7※育暑編懇3翫1乳■議雪t驚怒 げ哲た場合
① 小学校就学の始期に達するまでの子を姜育する労働者
② 負傷,疾病t身体 精神上の障害により,2週間以上の期間にわたり,常時
介護を必要とする状態にある次のいずれかの家族を介議する労働者
! 本人の配偶者 {事実上婚姻関係にある者を含む〕(父母`子 ,

配偶者の父母
‖ 同届し,かつ扶養している祖父母,兄弟姉妹,孫

労働基準法第39条

・労働基準法 1昭 22法49第 39条、第90条
※非常動職員、臨時職員を含め常時10人以上の場合のみ

・労働基準法 I昭 22法49第 106条

tヽ  る

い る

い る

い  る

い る

い る

い る

いない

いない

にヽなtヽ 労働基準法第36桑

労働基準法 1昭 22法49第 36条
労働基準法第36条第 1項の協定で定める労働時●|の延長の眼
度等に関する基準 (平成10年労働省告示第154号 )

,労働基準法 1昭 22法49第 24条

・ I労働基準法施行規則1(昭 22令 20第 7条の2

青児休業、介書体業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 {平 3法 761

期 間 限度時間
1箇月  24時間
1年間 150時間

・届出書

時間外、休日労働に係る協定書

賃金の一部控除に係る協定書

・労使協定 (36協定)
・職員からの請求書類

いない

いなtヽ

いない



(人 事 管 理 )

宿日直勤務,監視・断続的労働について,労基署の許可を受けているか。
また、許可条件のとおり行つているか。
11)許 可 書  〔有 (宿 日直・監視断続的労働)・ 無 〕
曖)許   可  〔 年  月  日〕
に1人数     〔   人 〕

“

〕許可時間帯  〔  :  ～  :  〕
幅,実   態  〔 : ～  : 〕

辞令交付簿 {発令簿)を作成しているか,

職員の採用に当たって,労働条件を明示しているか.
また.非常勤職員 臨時職員の採用に当たっては f労働条件通知書Jを
交付しているか.

職員け卜常勤職員 .臨時職員を含む1の勤務時間 1始業 終業〕を就業規則で

明示しているか。
また。勤務実態は就業規則に定めたとおりとなっているか.

規則と実態が相遺している場合の具体的内容

職員の勤務時間は,所定労働時間の週40時間以内11日 3時間以内となって
いるか.
法定労働時間を超えている施設においては超過理由及び改善策

労働時間を通正に管理するため、労働者の労働日ごとの始業・

終業時刻を確認し、これを記録しているか。

1 退職手当及び退職年金等に関する規程を定め,必要事項を記磁している
か 。

また,退職共済制度へ加入しているか.

, 職員リト常勤職員・臨時職員を含む}の年次有拾休暇の付与日数は,労基法
に定める日数を下回っていないか。
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・労働基準法 (昭 22法
`9)第
41条

・労働基準法 1昭 22法49第 15条
・労働基準法施行規則 (昭 22令 20第 5条
書面で明示することが必要な労働条件【就業規則の交付でも可)
①労働契約の期間に関する事項
②就業の場所`従事すべき業務
③始業 終業の時刻,休憩時間,休日.休暇並びに労働者を二組以上に分け
て就業させる場合における就業時転換に関する事項
④賃金の決定.計算及び支払の方法 賃金の締切及び支払の時期.並びに昇
給に関する事項
⑤退職に関する事項
・短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律 (平5法70第6条

・労働基準法 {昭 22法 491第 89条

・労●l基準法 1昭 22法49第 32条、40条

‐労働基準法施行規則 (昭 22厚生省令23}第 25条の2
※10人未滋の場合 1週 44時間以内 (特例措置)

,労働時間の適正な把握のために使用者が請ずべき措置に関する基準

・労働基準法 1昭 22法 49第 89条

※具備すべき事項
0 適用される労働者の範囲
② 支払の時期
③ 決定、計算支払の方法

・労働基準法 {昭 22法49第 39条
<年次有給休暇最低付与日数>

・宿日直許可書
・宿日直日誌

・辞令交付簿

・辞令書 (写 )
‐雇用契約書
・労働条件通知書

就業規lll

就業規則

。当該規程

・就業規則
・退職共済加入者名簿

・就業規lll



与支給の状

1   労働時間が 6時間を超える場合においては少くとも45分、 8時間を
超える場合においては少くとも l時間の休憩時間を労働時間の途中に
与えているか。
また,休憩時間を自由に利用させているか。

I  事業場ごとに労働者名簿を、各労働者 (日 日雇い入れられる者を除
く。)について調製し、労働者の氏名、生年月日、履歴その他厚生労
僅省令で定める事項を記入しているか。

r   事業場ごとに賃金台帳を調製し、賃金計算の基礎となる事項及び賃
金の観その他厚生労働省令で定める事項を賃金支払の都度遅滞なく記入
しているか。

= 育児休業制度を実施して
いるか。

1 介護休業市1度を実施しているか。

1 深夜労働について,育児 介蔵を行う労働者が請求した場合に,勤務を
免除しているか.
※対象労働者 :①,②のいずれかに該当し,使用者に申し出た場合

①小学校就学の始期に達するまでの子を姜育する労働者
②負亀 疾病,身体 精神上の障害により、2週間以上の期間にわたり常時
介護を必要とする状態にある,次のいずれかの家族を介護する労働者
: 本人の配偶者 {事実上の婚姻関係にある者を含む},父母、子.
配偶者の父母
‖ 同居し1かつ扶養してtヽる祖父母.兄弟姉妹 妥

3 募集・採用.配置 昇ヽ進.教育洲練,定年‐解雇 退職等に男女格差がないか.
格差と年齢差 〔           男   歳・女   歳〕

23 業務体制の確立と,業務省力化の推進のための努力がなされているか。

24 給与規程には,給半1表,初任給格付基準,級別格付基準表,級別資格基準,

経験年敷換算表及び各種手当の支給に関する規定を定めているか。

25 拾与規程に基づき定期昇給及び昇格を行っているか。
また,定期昇給以外に特別の昇給を行つている場合:その理由を決定書に
より明確にしているか。
0)定 IJl昇綸  〔毎年実施 ・ その他 (   年に   回)〕
曖)定期昇給以外に昇給を行っている場合,その内容と理由

|

26 給与改定を行っているか。
颯)当該施設職員給与の改定率 (      )
●)改定年月日            〔    年
6〕実施の時期  〔 年  月〕遡及年月日 〔 年

月

月
日〕
日〕

27 給与規程に基づき初任給の格付及び経験年数の換算を行つているか.
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・労働基準法第34条

・労働基準法第107条

・労働基準法第 108条

育児休業,介護休業等育児又は家族介議を行う労働者の福祉に関する法律 1平 3法 76}

育児休業、介譲休業等青児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 (平 3法 761

育児休業、介護休案等百児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 1平 3法 76〕

・雇用の分野における男女の均等な機会及び待2Eの確保雫に関する法律 {DB47法 ‖]

・就業規則

・労働者名簿

・賃金台帳

・就業規則

・就業規則

・職員からの請求書類
・決定書

・就業規則
・退職金に関する規程

.給与規程
・給与台帳

‐給与規程
・給与台帳
・辞令簿
・昇給、昇格に係る決定書

給与規程
・給与台帳
・理事会議事録

・給与規程



拾与支給の状

職員の健康管理の
状況

また,初任給の決定経過は決定書等により明確になっているか。

28 各種手当は給与規1呈に基づき支払っているか。

(具体的項目)
(1)扶養`通勤,住宅手当
挙証書類を微した上で,認定を行い支給しているか.
<拠証書類の徴収状況>
扶養手当 〔住民票 ・ 戸箱謄本 ・ その他 (     )〕
通勤手当 〔里程証明善 ・ その他 (     )〕
住宅手当 〔賃貸契約書 ・ 登記事項証明書 , その他 (   )〕

{21割増賃金 {超過勤務手当,休日勤務手当1夜勤手当)
勤務命令に基づき1算出経過を明らかにした上で支給しているか.
ア 勤務命令  〔有・ 無 〕
イ 算出経過  〔有・ 無 〕

29 給与規程に基づかない各種手当を支給していないか。
給与規程に記報されている各種手当
1           5          0
2          6          11
3          7          11
4          8          12

30 給与水準は,適切なものとなっているか.
0胎料表

}に準拠  ウ 独自〕(ア 公務員〔 )に準拠 ・ イ その他 (
121 1の イ又はウの場合,給与水準設定の考え方

31 職員の動務実態と出勤簿,給与台帳,源泉徴収票,退職共済加入者名簿等
関係書類は一致しているか。

32 職員の採用時に健康診断を実施しているか,又は本人から健康診断書
の提出を受けているか。

33 職員の健康診断は,毎年定期的に実施しているか。
また,未受診者はいないか.
実施年月日 {昨年度)
‖) (    年  月  日 米受診者  名〕
12)  〔 年  月  日 米受診者  名〕

34 職員の健康診断は.労働安全衛生規則第44条 に基づき,関係検査
項目を全て実施しているか。
未実施検査項目

い る

いない

い る

い る

い る

い  る

い る

い る

い る
もヽない

い る

いない

いない

いない

いない

い る

いない

いない

いない

いない
い る

いない

'労働安全衛生法 {昭 47法 57)第 66条
・労働安全衛生規則 {昭 47労働省令3a第 43条

・労働安全衛生法 1昭 47法 5η 第66条
・労働安全衛生規則 {昭 47労働省令3a第 44条

検査項目

:iT  [言          鶉   [       検査
労働安全衡生規則第44条第 3項の規定に基づく厚生労働大臣が定める基笙 1平 lo労 働省告示83)

次の表の左欄に掲げる健康診断の項目については,それぞれ同表の右欄
に掲げる者について医師が必要でないと認めるときは,省略することができる。
項   目 省略することのできる者

かくたん検査I潔譜駿

“

空認室三児意黒勇蹴 :島誰禦ξ
継曇t乱盤 甕鎌 棚 IT四十歳末潤の者に 十五歳の者を除く.)

・給与台帳
・職員名簿

・給与規程
・各種手当ヨ定決定書
・扶姜、通勤、住居届

時間外勤務等命令舞
・時間外勤務等整理簿

・給与規程
・給与台帳

給与規程

.出勤簿
・休暇届

・職員健康診断書

・健康診断書
・健康診断個人票

・健康診断書
・健康診断個人票



平成   年   月   日

就業規則 (作成・ 変更)届

※ 備考……就業規貝」の担当者職氏名等

職 氏 名

電 話 番 号

事業場の名称

使用者職氏名

事 業 の 種 類

事 業 場 の 名 称

事業 場 の所在 地

労 働 者 数 男 名 女 名 計 名 労 l■」時 間
1週あたり

時間

労 動 保 険 番 号

府県

語引
　
　
』
手

管轄 基幹番号 枝番号 被一括事業番号

1 この事業場の総貝」は (該当する番号をOで囲んでください)

1  新し<作成したものです。

2  変更に伴う届出です。

2 労働者の代表者の意見書は、日」添のとおりです

浦 1

新規硼 する場割よ ;弗獣顆休

…

闘 雲禁所:Jこ

定める規定をすハヾ「G己ゴ到レ[勁Dち

り議

)謙2

動 する場aよ 変更前と変

更

“

以熙虻注い うにして

くただヽ ゝ

注意3

類 虹倉牒燎堕困1'蒻調よ規

貝HL― 脚 赫 |¨

力濶詠 り明示してく出 ゝ

旭川労働基準監督署長 殿

―|‐



意 見 書

平成  年  月  日付けをもつて示された就業規則について、次のとおり意見を
述べます。

(この欄に記載しきれない場合は、別添としてください)

平成  年  月  日

労働者の過半数で組織する労働組含又は労働者の過半数を代表する者の職氏名

職 名

氏 名                  印

事業所の名称

使用者職氏名             殿

※参考

労動基準法第89条……常時10人以上の労働者を使用する使用者は、次に掲げる事項 (省略)について就業規則を

作成し、行政官庁に届出なければならない。これを変更した場合においても、同様とする。

労働基準法第90条第 1頂……使用者は、就業規貝」の作成又は変更について、当該事業場に、労働者の過半数で組織

する労働組合がある場合においてはその労動組合、労働者の過半数で組織する労働組

含がない場合においては労働者の過半数を代表する

ものの意見を聴かなければならない。

労働基準法第90条第2頂……使用者は、前条の規定により届出をなすについて、前項の意見を記した書面を添付し

なければならない。

労働基準法施行規則第6条の2(抄)… …法第90条第 1頂に規定する労働者の過半数を代表するものは、次の各号

にいずれにも該当するものとする。

1号 監督又は管理の地位にあるものでないこと。

2号 法に規定する協定等をするものを選出することを明らかにして実施

される投票、挙手等の方法による手続きにより選出された者であることで

労働基準法施行規貝」第49条 (抄 )………法第90条第2項の規定により前項の届出に添付すべき意見を記した書面は、

労働者を代表する者の署名又は記名押印のあるものでなければならない。

労働基準法第106条第 1項 (抄 )… ……使用者は、就業規貝」を常時各作業場の見やすい場所へく啓示し、又は備え付

けること、書面を交付すること等によって、労働者に周矢□させなければなら

ない。

労働基準法第13条、第92条 (抄 )… ……就業規貝」の内容で労働基準法に定める基準に達しない部分については、労

lEl基準法で定める基準になります。

-2い



様式第9号 (第 17条関係 )

宗冬鍵孝已  に関する協定届  (特別条項付 )

事業の種類 事業の名称 事 業 の 所 在 地 (電話番号 )

時間外労1動をさせる必要
のある具体的事由

業務の種類

労働者数

(満 18歳以

上の者 )

定

働

間

所

労

時

延長することができる時間

期 間
¬日

1日を越える一定の期間 (起算日)

1カ月 (毎月1日 ) 1年 (4月 1日 )

① 下記②に該当しない労働者

突発的な入居手続き、入居者の急変 介護士 人 8時間 (注 )42時間 (75時間 ) 320時間 (518時間 ) 平成25年

4月 1日

から1年間

緊急の書類作成、月末の決算事務 事務 人 8時間 (注 )42時間 (75時間 ) 320時間 (518時間 )

② l年単位の変形労働時間制により

労1動する労働者

休日労働をさせる必要のある具体的事由 業務の種類

労働者数

(満 18歳以

上の者 )

所定休日
労働させることができる休日
並びに始業及び終業の時刻

期 間

突発的な入居手続き、入居者の急変 介護士 人 シフトに lヶ月に3日 、始業 8:45終業 17:30 平成25年

4月 1日

から1年間

緊急の書類作成、月末の決算事務 事務 人 よる

７

Ｗ

ｉ

協定の成立年月日          平成   年   月   日
協定の当事者である労働組合の名称又は労働者の過半数を代表する者の職名                           |                          :

略
話しれЧこよる   )①    憾習1ヾ謂孵f壁遷童協饉f璽翌筵鐘翌賣薩222蹴 |

協定の当事者 (労働者の過半数を代表する者の場合)の選出方法 (                               '                          1
平成   年   月   日                                            '                         ,

|この場合の割増賃金率は、lヵ月45時間を超えた場合は  |
使用者 職名

125%、 1年 360時間を超えた場合は25%とする.      |
氏名                  (D        i                           :

旭川 労働基準監督署長 殿



賃 金 控 除 に 関 す る 協 定 書

と

基づき賃金控除に関し、下記のとおり協定する。

は労働基準法第 24条第 1項但書に

口己

1.        は、毎月     日、賃金支払いの際次に掲げるものを控除して

支払うことができる。

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

2.この協定は   年  月  日から有効とする。

3.こ の協定は、何れかの当事者が   日前に文書による破棄の通告をしない限り効力

を有するものとする。

年    月    日

使用者職氏名

従業員代表

日
Ｐ
ｒ
ト

Ｌ́

―準 …



口 座 振 込 同 意 書

が、賃金の回座払を行うことに同意し、日座振込の取扱いは下記のとお

りとするよう申出ます。

記

1.口座払を希望する賃金の範囲及びその金額

イ.定期賃金

口.賞  与
ハ.〕塁職 金

円を除く金額

円を除く金額

2.指定金融機関店舗並びに預金の種類及び口座番号

金融機関店名

預 金 の種 類

口 座 番 号

名  義  人

3.口 座支払開始希望時期

年   月分定期賃金の支払以降
以上

年    月    日

殿

ロ
ト

…∫"



育児・介護にかかる時間外労働制限の請求

書面に次の事項を記載して請求を行います。

育児の場合

(1)請求の年月日

(2)労働者の氏名

(3)請求に係る子の氏名、生年月日及び労働者との続柄 (子が出生していない

場合は、出産予定者の氏名、出産予定日及び労働者との続柄 )

(4)制限の開始の日及び終了の日

(5)請求に係る子が養子である場合には養子縁組の効力発生日

(6)常態としてその子を養育することができる配偶者がいないこと

介護の場合

(1)請求の年月日

(2)労働者の氏名

(3)請求に係る対象家族の氏名及び労働者との続柄

(4)制 限の開始の日及び終了の日

(5)請求に係る対象家族が祖父母、兄弟姉妹又は孫である場合は、労働者が

その対象家族と同居し、かつ、扶養していること

(6)請求に係る対象家族が要介護状態にあること

…6-



労働条件通知書

日月年

事業場名称 。所在地

使 用 者 職 氏 名

殿

契約期間 期間の定めなし、期間の定めあり,(  年  月  日～  年  月  日)
※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合に記入

1 契約の更新の有無

ヽ

―

―

ノ

他のそ。
　

力

い

　

能

な

　

　

。

しは新更

帥　　ヽ態度卿

ム
″
　
　
　
　
　
　
　
ヽ

働
難
・契
。会
。そ

２

ｒ
ｌ
ｌ
ｌ
、

就業の場所

従事すべき

業務の内容

始業、終業の

日寺刻、 イ木憩時

間、就業時転

換 ((1)～ 僣)

のうち該当す

るもの一つに

Oを 付けるこ
とc)、 所定時

間外労働の有

無に関する事

項

ユ

の
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
家

間
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
」
フ
ヤ

土
寸日
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
定

務

央

勤
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ヽ

の
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
者＜

次
　
　
　
　
　
　
　
　

　ヽ
ヽ
＞

　

働

、
　

　

　

　

　

分

分

分

　

労

　

条

一Ｃ

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

＞

し　　　　　̈
¨̈
一̈
　条、第

と市

＞

＞

＞

る

替

　
　
　
　
　
　

ａ

知　　一咬　　
　　
　　
コ

て
　

第

‐
　
　
　
　
‐
時
時
時
潔
創
　
条、

市

定

間

時
堀
¨
　
ｍ
ｍ
ｍ
い
期
却
　
け
［
　
第 条”第
　
口

労
鮪
礁
　
＜
当

ま

知
知
効
劾
仏
　
仏
業
”

寺
″
　
砂
始
知
　
熱

　

ヽ

時

時

時

の

デ

　

コ

‥

△

有

こ
　
　
　
　
　
　
　
業

，
　
　
　
制

分

者

　

　

＜

＜

＜

終

ル

　

　

間

時

　

第

上寸

　

　

”
　

＜

業
業
業
び
しヽ

　

側
‘
　
条
　
無

働

＜

終

終

終

及

労

‥

。
　

　

　

業

だ

　

　

労

業

　

　

分

有

等

　

が

等

Ｍ
時
維
剛
品
知
知
知

‥始
徒
　
　
れ
出
　
鵬
＞
柳

み
開
　
業
＜
外

約

　

先

鵬

訛

時

時

時

仰

　

　

　

卿

ｍ

　

ヽ
就

嘲

印

終
＜
よ
労
勲
判
細
細
吻

業
糧
ｏは
憩
定

。

業

の

形

谷

事
職
る
細
休
所

業

始

下

変

勝

始

始

始

フ
　

　

　

４

Ы

　

詳

始

―

以

＞

組

Ｆ
卜

」

Ｑ

　

　

　

‐

′

１

‥

２

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

Ｃ

９
ζ

。

FJ休 。定例日 :毎週  曜日、国民の祝日、その他 (

。非定例日 :週 。月当たり  日、その他 (

・ 1年 単位の変形労働時間制の場合一年間  日
○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条

)

)

日隈休 1 年次有給休暇 6か月継続勤務した場合→     日
継続勤務 6か月以内の年次有給休暇  (有 。無)
→ か月経過で  日
時間単位年休 (有・無 )

2 代替休暇 (有・無)
3 その他の休暇 有給 (          )

無給 (          )
○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条

(次頁に続く)
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金賃 1 基本賃金 イ 月給 (     円)、 口 日給 (     円)
ハ 時間給 (    円)、
二 出来高給 (基本単価    円、保障給   円)
ホ その他 (     円)
へ 就業規則に規定されている賃金等級等

2 諸手当の額又は計算方法
イ (  手当    円 /計算方法 :

口 (  手当    円 /計算方法 :

ハ (  手当    円 /計算方法 :

二 (  手当    円 /計算方法 :

3 所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率
イ 所定時間外、法定超 月60時間以内 (   )%

月60時間超  (   )%
所定超  (   )%

口 休日 法定休日 (   )%、 法定外休日 (   )%
ハ 深夜 (   )%
4 賃金締切日 (   )一 毎月 日、 (   )― 毎月 日
5 賃金支払日 (   )一 毎月 日、 (   )一 毎月 日
6 賃金の支払方法 (            )

)

)

)

)

7 労使協定に基づく賃金支払時の控除
8 昇給 (時期等
9 賞与 ( 有 (時期、金額等
10 退職金 ( 有 (時期、金額等

( )

)

)

)

))

)

有缶
小

霊
小
霊
ヽ

退職に関す

る事項

とア
」
る出す

＞

届

　

　

　

　

条

ク
」

征
釜
則
　

　

　

　

第

＞

　

上
　
　
　
　
　
”

ヽ
以

　

　

　

　

条

笠
小　
　
日

，
　
　
　
　
　
　
第

，
で
　
　
　
　
　
　
　
　
ヽ

ま

る
　

　

　

　

条

＞

歳

す

歳

　

職

　

　

　

　

第

退

　

　

　

　

”

＜

＜

　

　

　

　

条

＜

有

続

続

手

手
　
　
　
第

有

＜

の

び

　

　

則

度

職

及

　

　

規

＜

制

退

由

　

　

業

制
副
給
鱒
ｒ
し
就ヽ

年

続

己

雇

　

　

は

定

継

自

解

　

　

細詳

１

２

３

４

　

（∪

そ の 他 社会保険の加入状況 (

雇用保険の適用 ( 有
その他

〔

厚生年金基金 その他 ( ) )厚生年金 健康保険
、 無 )

〕
※以下は、 「契約期間」について 「期間の定めあり」とした場合についての説明です。

労働契約法第 18条の規定により、有期労働契約 (平成25年 4月 1日 以降に開始するも

の)の契約期間が通算 5年を超える場合には、労働契約の期間の末日までに労働者か
ら申込みをすることにより、当該労働契約の期間の末日の翌日から期間の定めのない

労働契約に転換されます。

※ 以上のほかは、当社就業規則による。
※ 労働条件通知書については、労使間の紛争の未然防止のため、保存しておくことをお勧めします。
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【記載要領】

1.労働条件通知書は、当該労働者の労働条件の決定について権限をもつ者が作成
し、本人に交付すること。

2.各欄において複数項日の一つを選択する場合には、該当項目に○をつけること。

3 破線内及び二重線内の事項以外の事項は、書面の交付により明示することが労
働基準法により義務付けられている事項であることしまた、退職金に関する事項、

臨時に支払われる賃金等に関する事項、労働者に負担させるべきものに関する事

項、安全及び衛生に関する事項、職業訓練に関する事項、災害補償及び業務外の

傷病扶助に関する事項、表彰及び制裁に関する事項、休職に関する事項について

は、当該事項を制度として設けている場合には日頭又は書面により明示する義務

があること。

4.労働契約期間については、労働基準法に定める範囲内とすること。
また、 「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合には、契約の更新

の有無及び更新する場合又はしない場合の判断の基準 (複数可)を明示することc

(参考) 労働契約法第 18条第 1項の規定により、期間の定めがある労働契
約の契約期間が通算 5年を超えるときは、労働者が申込みをすること
により、期間の定めのない労働契約に転換されるものであること。こ

の申込みの権利は契約期間の満了日まで行使できること。

5 「就業の場所」及び 「従事すべき業務の内容」の欄については、雇入れ直後の
t)のを記載することで足りるが、将来の就業場所や従事させる業務を併せ網羅的

に明示することは差し支えないことc

6 「始業、終業の時刻、休憩時間、就業時転換、所定時間外労働の有無に関する
事項」の欄については、当該労働者に適用さオ■る具体的な条件を明示すること。

また、変形労働時間制、フレックスタイム制、裁量労働制等の適用がある場合に

は、次に留意して記載すること。

・変形労働時間市1:適用する変形労働時間制の種類 (1年単位、 1か 月単位等 )

を記載すること。その際、交替制でない場合、「・交替制」を

=で抹消しておくこと。
・ フレックスタイム制 :コ アタイム又はフレキシブルタイムがある場合はその時

間帯の開始及び終了の時刻を記載すること。コアタイム及

びフレキシブルタイムがない場合、かっこ書きを=で抹消

しておくこと.

・事業場外みなし労働時間制 :所定の始業及び終業の時刻lを記載することc

・裁量労働制 :基本とする始業・終業時刻がない場合、「始業   を基本とし、」
の部分を=で抹消しておくこと,

・交替制 :シ フト毎の始業・終業の時刻を記載すること。また、変形労働時間制

でない場合、「 (  )単位の変形労働時間制 。」を=で抹消しておく
ことc

7 「休日Jの欄については、所定休日についてH翌 日又は日を特定して記載するこ
とc

8.「休暇」のlltlについては、年次有給休暇は 6か 月間勤続勤務し、その間の出
勤率が S割以上であるときに与えるt)のであり、その付与日数を記載することこ

時間単位年体は、労使協定を締結し、時間単位の年次有給休暇を付与するもの

であり、その制度の有無を記載することこ代替休暇は、労使協定を締結し、法定

超えとなる所定時間外労働が 1箇月 60時間を超える場合に、法定割増賃金率の

引上げ分の割増賃金の支払に代えて有給の休暇を与えるものであり、その制度の

有無を記載すること。 (中小事業主を除くc)

…?…



また、その他の休暇については、制度がある場合に有給、無給別に休暇の種類、

日数 (期間等)を記載すること。

9。 前記 6、 7及び 8については、明示すべき事項の内容が膨大なものとなる場合
においては、所定時間外労働の有無以外の事項については、勤務の種類ごとの始

業及び終業の時刻、休日等に関する考え方を示した上、当該労働者に適用される

就業規則上の関係条項名を網羅的に示すことで足りるものであること。

10。 「賃金」の欄については、基本給等について具体的な額を明記することしただ

し、就業規則に規定されている賃金等級等により賃金額を確定し得る場合、当該

等級等を明確に示すことで足りるものであること。

。 法定超えとなる所定時間外労働については 2割 5分、法定超えとなる所定時間

外労働が 1箇月 60時間を超える場合については 5割 (中小事業主を除く。)、

法定休日労働については 3割 5分、深夜労働については 2割 5分、法定超えとな

る所定時間外労働が深夜労働となる場合については 5割、法定超えとなる所定時

間外労働が 1箇月 60時間を超え、かつ、深夜労働となる場合については 7割 5

分 (中小事業主を除く。)、 法定休日労働が深夜労働となる場合については 6割

を超える割増率とすることし

。 破線内の事項は、制度として設けている場合に記入することが望ましいこと。
11.「退職に関する事項Jの欄については、退職の事由及び手続、解雇の事由等を

具体的に記載すること。この場合、明示すべき事項の内容が膨大なものとなる場

合においては、当該労働者に適用される就業規則上の関係条項名を網羅的に示す

ことで足りるt)のであることc

(参考) なお、定年市1を設ける場合は、 60歳 を下回ってはならないことc
また、65歳未満の定年の定めをしている場合は,高年齢者の 65歳
までの安定した雇用を確保するため、次の①から③のいずオ1かの措置
(高年齢者雇用確保措置)を講じる必要があること。
①定年の引上げ  ②継続雇用制度の導入  ③定年の定めの廃止

12.「その他」の欄については、当該労働者についての社会保険の加入状況及び雇

用保険の適用の有無のほか、労働者に負担させるべきものに関する事項、安全及

び衛生に関する事項、職業訓練に関する事項、災害補償及び業務外の傷病扶助に

関する事項、表彰及び制裁に関する事項、休職に関する事項等を制度として設け

ている場合に記入することが望ましいこと。

13 各事項について、就業規則を示し当該労働者に適用する部分を明確にした上で

就業規則を交付する方法によることとした場合、具体的に記入することを要しな

いことc

* この通知書はモデル様式であり、労働条件の定め方によっては、この様
式どおりとする必要はないこと。
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